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芦 監 報 第 9 号 

令 和 元 年 8 月 2 3 日

芦屋市長 伊 藤  舞 様 

                          芦屋市監査委員 山 本 彼一郎 

                              同    福 井 美奈子 

平成30年度芦屋市経営健全化審査意見 

（病院事業会計・水道事業会計・下水道事業会計）の提出について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第 1 項の規定により，審査に付された平成

30年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業会計・下水道事業会計）決算に係る資金不

足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果，その意見を次のと

おり提出します。 
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平成30年度芦屋市経営健全化審査意見 

（病院事業会計・水道事業会計・下水道事業会計） 

第１ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）第22条第1項

の規定により，市長から提出された平成30年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業

会計・下水道事業会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類 

第２ 審査の期間 

令和元年8月6日から令和元年8月21日まで 

第３ 審査の方法 

本審査は，市長から提出された平成 30 年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業

会計・下水道事業会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

第４ 審査の結果 

審査に付された平成 30 年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業会計・下水道事

業会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は，いずれも

適正に作成されているものと認められる。 
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１ 概要 

平成 30 年度の地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する公営企業（以下「法適用

企業」という。）の資金不足比率は以下のとおりであり，いずれも資金不足額が生じなかっ

たため比率が算定されなかった。 

                                     （単位 : ％） 

区    分 平成 30 年度 資金不足比率 経営健全化基準 

病院事業会計 ─ 20.0 

水道事業会計 ─ 20.0 

下水道事業会計 ― 20.0 

 ＊財政健全化法の規定に基づき，公営企業（法適用企業にあっては繰越欠損金があ

るものに限る。）の資金不足比率が上記基準以上である場合には，当該公営企業につ

いて公営企業の経営健全化のための計画を定めなければならないとされている。
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２　資金不足比率算定状況

（１）算定式

      　資金不足比率は，公営企業会計ごとに算定した資金の不足額の度合いを表す比率で

    　あり，資金の不足額を事業の規模と比較して指標化し，経営状況の健全度を示すもの

　  　である。

    [算定式]

＊A　資金の不足額

　　 資金の不足額 ＝［流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起

　 こした地方債の現在高－流動資産］－解消可能資金不足額（＊C）

     但し，資金不足比率の算定基準により，流動負債からは以下の①～③の額を控

　 除し，流動資産には以下の④の額を加えて算定することとされている。

　　 ①控除企業債等・・・決算において貸借対照表の流動負債に計上されている企

　　　　　　　　　　 　業債及び他の会計からの長期借入金で，建設改良費に充て

　　　　　　　　　　　 るためのものの額　

　　 ②控除未払金等・・・貸借対照表に計上されている一時借入金及び未払金のう

　　　　　　　　　　　 ち建設改良費に係るものであって，その支払財源に充てる

　　　　　　　　　　　 るために翌年度に地方債を起こすこととしているものの額　

　　 ③控除引当金等・・・決算において貸借対照表の流動負債に計上されている引

　　　　　　　　　　　 当金とリース債務の額

　　 ④貸倒引当金・・・・決算において流動資産に係る貸倒引当金の額

　　 なお，資金不足比率の算定基準により，解消可能資金不足額がある場合に，計

　 算結果が0より小さくなる場合の資金不足額は0とする。

＊B 事業の規模

    事業の規模 ＝営業収益の額－受託工事収益の額

＊C　解消可能資金不足額

　　 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情

　 がある場合において、資金の不足額から一定額を控除する。

資金の不足額（＊A）

事業の規模（＊B）
資金不足比率 (％) ＝　
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３ 審査のまとめ 

 （１）総括 

① 病院事業会計 

平成 30 年度の病院事業会計の資金不足比率については，資金の不足額を生じて

いないことにより比率は算定されない。 

なお，算定上，1億 2,831 万円の資金剰余であり，前年度と比較すると 3,546 万円

資金剰余額が減少している。 

   ② 水道事業会計 

平成 30 年度水道事業会計の資金不足比率については，資金の不足額を生じてい

ないことにより比率は算定されない。 

なお，算定上 13 億 8,028 万円の資金剰余であり，前年度と比較すると 2 億 3,648

万円資金剰余額が増加している。 

  ③ 下水道事業会計 

平成 30 年度下水道事業会計の資金不足比率については，資金の不足額を生じて

いないことにより比率は算定されない。 

なお，算定上，3 億 3,145 万円の資金剰余であった。 

  （２）意見 

平成 30年度決算に係る資金不足比率において算定に用いられた各数値については，

病院事業会計，水道事業会計及び下水道事業会計の決算内容とも整合しているほか，

算定基礎事項記載書についても適切に記載されており，比率は適正に算定されている

ものと認められる。       

しかしながら，算定に用いられている要素は極めて多く，算定過程も複雑であるこ

とから，今後とも慎重かつ適正な算定がなされるよう十分留意されたい。 

現在のところ，いずれの会計も資金不足比率算定上，資金不足は生じておらず，短期

的な資金繰りについては問題はないと思われる。 

なお，資金不足比率は，1年以内の償還を基準とする短期債務の流動負債と，その短

期債務の償還に充てることができる流動資産の比較により，当年度の資金の過不足のみ

を判定する指標であり，資金不足比率が経営健全化基準未満であることのみをもって，

経営の健全性を判断できるものではない。 

以上のことから，公営企業会計においては当該比率のみならず，各種経営指標を含め

て常に分析を行い，経営状況の一層の改善に努められたい。 

                                                                  以 上
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（２）資金不足比率の算定

３０年度 ａ ２９年度 ｂ 増減 a-b

△ 128,305 △ 163,769 35,464

（△は資金剰余額）

 ① 流動負債 1,370,778 1,154,177 216,601

 ② 建設改良費等以外の経費 0 0 0
    の財源充当地方債現在高

 ③ 控除企業債等 261,716 311,245 △ 49,529

 ④ 控除未払金等 0 0 0

 ⑤ 控除引当金等 0 0 0

 ⑥ 流動資産 1,237,367 1,006,701 230,666

 ⑦ 貸倒引当金 0 0 0

 ⑧ 解消可能資金不足額 0 0 0

 Ｂ  事業の規模 4,920,089 4,588,290 331,799

（営業収益の額  <注> ）        

 資金不足比率の計算 △ 2.6 △ 3.5 0.9

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％） ポイント

（資金剰余の場合は△で表示）

 資金不足比率 ─ ─ ─

資金の不足額が生じない場合，
資金不足比率は「─」と表示  

△ 1,380,284 △ 1,143,807 △ 236,477

（△は資金剰余額）

 ① 流動負債 911,863 680,853 231,010

 ② 建設改良費等以外の経費 0 0 0
    の財源充当地方債現在高

 ③ 控除企業債等 200,661 195,056 5,605

 ④ 控除未払金等 0 0 0

 ⑤ 控除引当金等 0 0 0

 ⑥ 流動資産 2,091,486 1,629,604 461,882

 ⑦ 貸倒引当金 0 0

 ⑧ 解消可能資金不足額 0 0

 Ｂ  事業の規模 1,791,529 1,753,725 37,804

（営業収益の額－受託工事収益の額）

 資金不足比率の計算 △ 77.0 △ 65.2 △ 11.8

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％） ポイント

（資金剰余の場合は△で表示）

 資金不足比率 ─ ─ ─

資金の不足額が生じない場合，
資金不足比率は「─」と表示  

 <注>資金不足額 ＝（①＋②－③－④－⑤）－（⑥＋⑦）－⑧　

     但し，解消可能資金不足額がある場合に，計算結果が0より小さくなる場合の資金不足額は

　　 は0とする。

（単位：千円，％，ﾎﾟｲﾝﾄ）

水
道
事
業
会
計

区          分

 Ａ  資金不足額

病
院
事
業
会
計

 Ａ  資金不足額
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３０年度 ａ ２９年度 ｂ 増減 a-b

△ 331,446

（△は資金剰余額）

 ① 流動負債 1,186,324

 ② 建設改良費等以外の経費 0
    の財源充当地方債現在高

 ③ 控除企業債等 830,338

 ④ 控除未払金等 0

 ⑤ 控除引当金等 0

 ⑥ 流動資産 687,432

 ⑦ 貸倒引当金 0

 ⑧ 解消可能資金不足額 0

 Ｂ  事業の規模 1,687,726

（営業収益の額  <注> ）        

 資金不足比率の計算 △ 19.6

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％）

（資金剰余の場合は△で表示）

 資金不足比率 ─

資金の不足額が生じない場合，
資金不足比率は「─」と表示  

 <注>資金不足額 ＝（①＋②－③－④－⑤）－（⑥＋⑦）－⑧　

     但し，解消可能資金不足額がある場合に，計算結果が0より小さくなる場合の資金不足額は

　　 は0とする。
平成２９年度までは地方公営企業法非適用であり，会計方式が異なり，単純比較ができない

ことから記載していない。

下
水
道
事
業
会
計

 Ａ  資金不足額

区          分

（単位：千円，％，ﾎﾟｲﾝﾄ）
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（参考）健全化判断比率及び資金不足比率の対象となる会計

公 営 企 業 に

係る特別会計

備考：「法適用」とは，地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する企業に係る特別会計

      であり，「法非適用」とは，地方公営企業法の規定を適用しない企業に係る特別会計で

      ある。

        なお，資金不足比率は，各会計ごとに算定する。

損失補償している団体

法
非
適
用

阪 神 水 道 企 業 団

病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

都 市 再 開 発 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計

一 部 事 務 組 合

特 別 会 計

法
適
用

・

広 域 連 合

兵 庫 県 信 用 保 証 協 会

丹 波 少 年 自 然 の 家 事 務 組 合

兵庫県後期高齢者医療広域連合

阪 神 福 祉 事 業 団

公営企業に係る

特別会計以外の

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

下 水 道 事 業 会 計

そ
の
他
の
特
別
会
計

健 全 化 判 断 比 率

公 共 用 地 取 得 費 特 別 会 計
一 般 会 計 等 に

属する特別会計

区　　　　　　　　　　　分

一
般
会
計
等

一 般 会 計

一般会計等以外の

特別会計のうち，

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率
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